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１．はじめに 
 

１－１ 計画策定の趣旨 
 

平成30年９月６日未明に発生した「平成30年北海道胆振東部地震」による災害（以下、「本震災」と

記す。）は、厚真町を含む胆振東部３町を中心に、未曽有の被害をもたらしました。本町では37名(関

連死１名を含む)の尊い人命が失われ、停電や断水などライフライン被害に加えて家屋や生産基盤に甚

大な損害を被るなど、全ての住民が被災者となりました。 

被災した公共土木施設や農地などでは災害復旧事業が本格的に始まりましたが、里山の景観は被災した

ままであり、生活の基盤である住まいや生産基盤の再建に向け、多くの住民が悩みや不安を抱えています。 

厚真町復旧・復興計画（以下、「本計画」と記す。）は、生活基盤の早期復旧に向けた取り組みを示

すとともに、住民一人ひとりが思い描く復興後の“あつま”について、復興ビジョンや実現までの事業計

画、行程などを取りまとめたマスタープランとして策定します。 

 

１－２ 計画の期間と位置づけ 
 

(1) 計画の期間 

７年間（令和元年度～令和７年度） 

(2) 計画の位置づけ 

本計画は「厚真町第４次総合計画（平成28～令和７年度）」を基本とし、本震災で顕著となった新

たな課題に対し解決の方向性を示すとともに、さらなる地域の発展に向けた計画として策定します。 

 

１－３ 計画の構成 
 

本計画は、第１期、第２期、第３期の全３期で構成します。 

被災状況や復旧事業、住まい再建の支援策、土地利用の方向性を示すものです。 
 

なりわい（仕事）の再生、復興を牽引する重点プロジェクト等の事業計画、甚大な被災を受けた

地域における地域再生計画を示すものです。 
 

第4次総合計画の後期計画および第２期地方創生総合戦略と連動し中長期的な視点で将来の“あ

つま”を描くとともに、災害に強くしなやかで持続的発展を目指すまちづくり計画を示すものです。 

図表１－１ 策定期間と掲載内容 

 令和元年 令和２年 令和３年 

４～６月 ７～９月 10～12 月 １～３月 ４～６月 ７～９月 10～12 月 １～３月 
        

 

 
 
 

・第４次厚真町総合計画と連動した 

中長期視点での取り組み 

・災害に強いまちづくり 

 
 
 

・復興理念 

・なりわいの再生 

・重点プロジェクト 
 

 
 
 

・被害状況 

・復旧事業 

・住まい再建の支援策 

第１期 第２期 第３期 

【被災が甚大な地域】・地域再生計画 

第１期（策定期間：平成 31 年３月～令和元年９月） 

第２期（策定期間：令和元年 10 月～令和２年３月） 

第３期（策定期間：令和２年４月～令和３年３月） 
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１－４ 復旧・復興の基本方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

被災された住民一人ひとりが今後も厚真町で安心して住み続けられるように、住まいの

再建支援や公共交通、インフラ等の環境整備の他、被災者の心身のサポートなどの保健・

福祉・教育等の充実に向けた取り組みを進めます。 

 

 

甚大な被災を受けた農業・林業・漁業・商業・工業等の各産業の早期復旧や活力の再生、

雇用の維持を目指すとともに、経済規模の拡大に向けた取り組みを進めます。 

 

 

本震災の教訓を踏まえ、震災前の町の姿に復元するだけではなく、避難所や避難路の見

直し等、防災・減災を推進し、しなやかで持続的発展を目指すまちづくりの取り組みを進

めます。 

 

１－５ 第１期計画の概要 

 

第１期では、復旧・復興の基本方針の中でも特に緊急性があり優先度が高い「住まい・暮らしの再建」

に重点を置き、その中でも被災された町民の皆さまの恒久的な住まいの確保に向けた住環境整備や住宅

再建支援に関する方針および取り組みを示します。 

また、被災状況の調査結果とともに、現在国や道、町が実施している復旧事業の進ちょくや今後の実

施予定、完了予定時期なども示します。 

図表１－２ 第１期計画の位置づけ 

 

 

 

  

町民や関係機関、震災をきっかけにつながりを持った外部の人材などとの連携により、これまで

暮らしてきたふるさと‘あつま’を再生するとともに、これからも暮らしていきたい、次世代へつな

いでいくことができる‘あつま’を実現するために、以下に示す基本方針に基づき、復旧・復興を進め

ていきます。 

住まい・暮らしの再建 

なりわい（仕事）の再生 

災害に強いまちづくり 

基
本
方
針 

基
本
方
針 

住まい・暮らしの再建 

なりわい（仕事）の再生 

災害に強いまちづくり 

住まいの再建支援 
公共交通、インフラ等の環境整備、 
保健・福祉・教育等の充実 

第１期 
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２．被害状況と応急対応 
 

２－１ 平成30年北海道胆振東部地震に伴う災害の概要 
 

平成30年９月６日午前３時７分、胆振地方中東部を震源とするマグニチュード6.7の地震が発生、厚

真町では道内で観測史上初の震度7を観測しました。  

この地震の発生以降、地震活動が活発となり、町内では震度１以上の地震が350回以上観測され（令

和元年9月6日現在）、平成31年２月21日午後９時22分には震災以降最大の震度６弱を観測する地震が

発生しました。 

地震に伴う大規模な土砂災害や多数の家屋倒壊等により、北海道全体で死者44人（災害関連死３人含

む）、負傷者785人の人的被害が発生しました。  

厚真町では、幌内地区で４人、富里地区で４人、高丘地区で２人、吉野地区で19人、桜丘地区で１人、

朝日地区で２人、幌里地区で４人、災害関連死と認定された１人を含め、合わせて37人の方が犠牲とな

りました。 

図表２－１ 平成30年北海道胆振東部地震 推計震度分布図（出典：気象庁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表２－２ 本震災の概要および人的被害 

※出典：北海道 平成30年北海道胆振東部地震による被害状況等（第121報）令和元年9月5日時点

  

(1)発生日時  平成30年9月6日午前３時７分 平成31年２月21日午後９時22分 

(2)震源地  胆振地方中東部（北緯42.7度、 

東経142.0度）深さ37km  

胆振地方中東部（北緯42.8度、 

東経142.0度）深さ33km  

(3)地震の規模  マグニチュード 6.7  マグニチュード 5.8  

(4)観測震度 震度 7 震度 ６弱 

(5)人的被害 死 者 厚真町37人/道内44人  

重 傷 厚真町なし/道内51人  

中等傷 厚真町なし/道内８人  

軽 傷 厚真町61人/道内726人 厚真町１人、道内６人 

７ 

６強 

６弱 

５強 

５弱 

４ 

３ 

２ 

１ 

震央 

階級震度 
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２－2 被害の概要 
 

(1) 建物被害 

地震動の衝撃とそれに伴う土砂流出により、多くの建物被害が発生しました。厚真町では、地震発

生12日後の９月18日から被害家屋の調査を開始しました。 

字別の住家被害状況を見ると、吉野地区が全半壊率90％を超える他、高丘地区、幌里地区、富里地

区、桜丘地区、東和地区、幌内地区の北部地域において、全半壊率が50％を超えています。 

 

図表２－３ 建物の被害状況（出典：厚真町 被害認定調査(令和元年9月30日時点)） 

区分 全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 被害なし 合計 

住 家 233 70 262 1,082 195 1,842 

非住家 675 161 505 811 653 2,805 

合 計 908 231 767 1,893 848 4,647 

 

 

 

  

出典：厚真町 被害認定調査(令和元年9月30日時点) 

注 ：全半壊率は、住家数に対する全壊・大規模半壊・半壊の住家の割合。 

 

図表２－４ 住家の全半壊率（字別、％） 
） 

図表２－５ 被害を受けた建物 
 

特別養護老人ホーム豊厚園 

旧鹿沼小学校 

公営住宅（上厚真） 
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(2) 土砂被害  

本震災による町域内の土砂被害は崩壊面積29.0㎢に達し、全体では43.4㎢となり過去25年の主要な

地震災害の中でも最も大きいものとなりました。（面積の出典：令和元年6月河川技術論文集第25巻） 

また、土砂被害は町の北部に集中しており、富里地区では裏山が崩れ稼働したばかりの浄水場が全 

壊、幌内地区の日高幌内川周辺では、大規模な河道閉塞が発生しました。  

 

図表２－６ 土砂崩壊区域の分布図（出典：国土地理院） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
(参考)過去の地震による崩壊面積の比較 

地震名 発生年月日 
地震の規
模 (M) 

崩壊面積 
(km2) 

北海道南西沖地震 1993/7/12 7.8 1.0 
兵庫県南部地震 1995/1/17 7.3 0.3 
鹿児島県北西部地震 1997/3/26 6.5 0.1 
新潟県中越地震 2004/10/23 6.8 11.2 
能登半島地震 2007/3/25 6.9 0.1 
新潟県中越沖地震 2007/7/16 6.8 0.2 
岩手・宮城内陸地震 2008/6/14 7.2 10.2 
東北地方太平洋沖地震 2011/3/11 9.0 4.4 
熊本地震 2016/4/16 7.3 2.9 
北海道胆振東部地震 2018/9/6 6.7 43.4 
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図表２－７ 被災前後の航空写真の比較（出典：国土地理院） 

 

吉野地区 

（地震後：平成30年９月11日撮影） （地震前：平成23年撮影） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

富里地区 

（地震後：平成30年９月11日撮影） （地震前：平成23年撮影） 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

幌内地区 

（地震後：平成30年９月６日撮影） （地震前：平成23年撮影） 

 

 

  



 

 

- 7 - 

 

(3) 公共土木施設、ライフライン、農林業の被害状況 

本震災による公共土木施設、ライフライン、農林業の被害状況は下表のとおりです。 

 

図表２－８ 公共土木施設、ライフライン、農林業の被害状況（平成30年度） 

（出典：厚真町 令和元年8月31日時点） 

 主な被害状況 復旧状況 

道路 

国道 通行止めなし  

高規格道路 路面破損（規制期間9月6日～8日） 
沼ノ端IC～鵡川IC 

9月8日までに復旧工事完了。 

道道 

土砂崩れ等 ４路線 

（規制期間9月6日～11月8日） 

橋梁破損 ２路線 

（規制期間9月6日～11月13日） 

11月13日までに通行止め解除 

町道 
土砂崩れ等 25路線 

（規制期間9月6日～28日） 

土砂崩れなどにより立ち入りが困

難な地域の５路線を除き、9月28

日までに応急復旧を完了。 

鉄道 
ＪＲ日高線 

(苫小牧～鵡川) 

軌道変移・橋梁桁ずれ 

（運行休止期間9月6日～11月18日） 

11月18日までに復旧工事完了。 

11月19日から徐行運転により運行

再開。 

電気 全域で停電 

土砂崩れなどにより立ち入りが困

難な地域を除き、９月８日までに停

電解消。 

水道 

富里浄水場の損壊、水道管の破損による断水（計1,941戸） 
新町浄水場９月11日から再稼働。

12日から水道管の漏水調査及び復

旧工事実施。土砂崩れなどで立ち入

り困難な地区を除き、10月９日ま

でに断水を解消。 

厚真地区 1,188戸（9月6日-10月9日） 

上厚真地区 753戸（9月6日-9月24日） 

※平成31年２月21日（震度6弱）による断水 

厚真地区 111戸（2月21日-23日） 

地域 

情報 

土砂崩れによる光通信ケーブル断線 

あつまネット及びテレビ共聴施設の不通 
土砂崩れなどにより立ち入りが困

難な地域を除き、12月28日までに

復旧。 

あつまネット 29戸（9月6日～12月28日） 

テレビ共聴施設 62戸（9月6日～12月28日） 

農業 

土砂堆積、用水路等の破損が多数発生 

水稲や畑作物、ハスカップなどの作物にも被害 

各種補助事業等を活用し復旧対応

を実施。 

農地 94箇所 154.7ha 

農業用施設 69箇所 

農業機械・施設 183戸 

共同利用施設 8箇所 

国営勇払東部

地区かんがい

排水事業 

厚真ダム 頭首工 1箇所、揚水機 1箇所、 

導水路 18.2km 

林業 

大規模な山腹崩壊等により林地、林道の破損などが発生 林道については国事業の実施。森

林については適切な再生方法を検

討。 

林道 3路線 ※国の災害復旧事業該当箇所 

森林 3,230ha 
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図表２－９ 道路の被害箇所（出典：厚真町） 
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２－３ 応急対応の状況 

 

(1) 避難所 

避難所は、避難生活の長期化を見込み、大型施設を中心に開設しました。 

９月７日には住民の４分の１にあたる1,118人が避難を余儀なくされました。その後、電気や水道

の復旧や応急仮設住宅の建設に伴い徐々に閉所し、12月６日には全ての避難所が閉所されています。 

 

図表２－10 避難所の開設状況（出典：厚真町） 

避難所 9/6 9/7 10/24 11/5 11/7 11/30 12/6 閉鎖日 

総合福祉センター 493 613 114 38 49 21 0 12月6日 

スポーツセンター 82 93 44 33 32 15 0 12月6日 

厚真中央小学校 76 139 22 12 0   11月7日 

厚真中学校 90 136 14 8 0   11月7日 

厚南会館 130 80 0     10月24日 

上厚真小学校 23 43 13 0    11月5日 

鹿沼マナビィハウス 0 14 7 6 5 0  11月30日 

合計 894 1,118 214 97 86 36 0  

 

(2) 応急仮設住宅等 

災害のため自らの住居に住むことができなくなった方に対して、災害救助法にもとづき応急仮設住

宅を北海道が設置しました。建設型としてプレハブ住宅153戸、トレーラーハウス8戸を設置したほ

か、借上型として民間賃貸住宅の提供も行っています。また被災した社会福祉施設の入居者が震災前

に近い形で共同生活を送ることができる大型の福祉仮設住宅が全国で初めて整備されました。 

これらのほか、町として公営住宅等を提供しています。 

 

図表２－11 仮設住宅の設置および入居状況（出典：厚真町） 

①応急仮設住宅等の入居状況（令和元年8月31日時点） 

区分 世帯 人数 入居開始 

建設型仮設住宅    

プレハブ住宅 118（127）  273（289） 第1期：11/1  第2期：11/30 

 トレーラーハウス 8（  8）  17（ 17）  

借上型仮設住宅 18（ 18）  30（ 30） 9/27 

公営住宅 18（ 27）  40（ 63） 9/8 

トレーラーハウス（町） 3（  3）  7（  7） 12/27 

合計 165（183） 367（406）  

（  ）内の数値は、最多入居時点の世帯数・人数を示す 

②福祉仮設住宅の設置状況 

設置地区 設置個所 施設概要 設置時期 

厚真地区 1カ所 
住居棟12人×1棟、24人×4棟 

集会所1棟 

平成31年1月21日 

入居開始 
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図表２－12 避難所および仮設住宅等設置位置図（出典：厚真町） 

 

 

 

  厚真町スポーツセンター 
(9/6～12/6 最大140名) 

厚真中央小学校 
(9/6～11/7 最大160名) 

厚真中学校 
(9/6～11/7 最大136名) 

本郷(18戸、1期) 

本郷小公園 
(21戸、1期) 

本郷通り 
(42戸、2期) 

厚真町総合福祉センター 
(9/6～12/6 最大633名) 

新町(4戸、2期) 

福祉仮設住宅 

表町公園 
(36戸、1期) 

京町公園 
(８戸、2期) 

厚南会館 
(9/6～10/24 最大130名) 

上厚真小学校 
(9/6～11/5 最大43名) 

上厚真近隣公園 
(10戸、1期、10戸、2期) 

鹿沼マナビィハウス 
(9/6～11/20 最大23名) 

■ 避難所 

● 仮設住宅 

鹿沼(４戸、2期) 

（ ）は最大避難者数 
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(3) 人的支援等の状況  

復旧事業のため関係機関からの人的支援を受け入れました。自衛隊による人命救助等をはじめ、延

べ人数で約3万人以上の支援を受けました。 

また、厚真町社会福祉協議会が９月７日に災害ボランティアセンターを設置し、９月10日からボラ

ンティアの募集・活動を開始し、令和元年７月31日までに延べ人数で約5千人以上の支援がありまし

た。 

図表２－13 人的支援の状況（その１）（出典：厚真町） 

①各関係機関からの人的支援状況（平成30年12月28日時点） 

区分 延べ人数 支援内容 

国  880  国交省、気象台、タイムライン  

北海道  6,480  リエゾン、り災証明書交付支援、避難所運営支援  

市町村  1,530  環境業務、物資、水道応急、土木・下水道技術支援  

東北６県  1,497  り災証明書交付支援、避難所運営支援  

自衛隊  14,359  人命救助、道路啓開、給水、給食、入浴、輸送  

警察  750  人命救助、警戒活動  

消防  4,669  人命救助、警戒活動  

合  計 30,165   

 

  

避難所（総合福祉センター） 避難所（スポーツセンター） 

応急仮設住宅 福祉仮設住宅 
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図表２－13 人的支援の状況（その２）（出典：厚真町） 

②災害ボランティア （令和元年７月31日時点） 

月 
ボランティア 活動件数 

主な支援内容 
月 累計 月 累計 

9月 3,193 3,193 682 682 ・ボランティアセンターの運営支援 

・支援物資運搬、仕分、整理 

・避難所の清掃、片づけ 

・災害ゴミの分別、運搬 

・仮設住宅への引っ越し 

・家財の運搬、整理、清掃 など 

10～11月 1,014 4,207 261 943 

12～１月 399 4,606 61 1,004 

２～３月 174 4,780 43 1,047 

４～５月 114 4,894 27 1,074 

６～７月 182 5,076 47 1,121 

 

 

 

 

  

自衛隊による入浴支援 

協力自治体による建物被害調査 

国土交通省による技術支援 

ボランティアによる引越し支援 
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３．復旧・復興事業の進ちょく状況 
 

町内では現在、本震災により被害を受けた住宅、道路・河川等のインフラ、学校等の公共施設、農地・農

業用施設、森林林業施設の復旧・復興工事を下記のとおり実施しています。 

 

図表３－１ 町内で実施している復旧・復興事業とロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

R2.11

①建設型 153戸

②ﾄﾚｰﾗｰﾊｳｽ型 11戸

　うち、町設置分 3戸

③借りげ型 18戸

R2.12
福祉仮設住宅

厚真福祉会

災害

公営住宅
町 R2.10

①新町 20戸

②本郷 8戸

②上厚真 4戸

公営住宅等 町
R2.10

(予定)

①戸数 未定

②予定地 市街化区域

防災集団移

転促進
町

R2.9

(未定)

幌内、高丘、富里、吉野

地区で検討会実施

小規模住宅

地区改良
町

R3.2

(未定)

幌内、高丘、富里、吉野

地区で検討会実施

宅地耐震化

推進
町

R3.3

(予定)

①豊沢 ﾙｰﾗﾙ･ﾋﾞﾚｯｼﾞ

②新町 ﾊﾟｰｸﾀｳﾝ新町

災害廃棄物

等処理
町 R2.3

①災害ごみ

②住宅等を解体

　した災害廃棄物

道 R2.3 急傾斜地崩壊対策

町 R2.7 水道施設災害

情報通信

基盤復旧
町

H31.3

(完了)

①あつまネット

②テレビ共聴施設

災害復旧

道路・橋梁

河川・公園

道

町
R3.3

道 91箇所

町 155箇所

災害復旧

下水道
町 R3.3 4箇所

災害関連

緊急砂防

緊急急傾斜

道 R2.3 12箇所

厚真川水系

土砂災害復

旧（砂防）

国 R6.3

①幌内 日高幌内川

②幌里 知決辺川

③桜丘 近悦府川

④東和 東和川

事業

主体

簡易水道

施設災害

富里浄水場

応急

仮設住宅
道

H３０年度 H３１・Ｒ１年度 事業完

了予定

進捗状況等

(R1.8.31現在)
事業名

Ｒ２年度

建設型 入居期間（予定）※1期と2期で異なる。

建設工事（予定）
入居

（予定）

調査、住民意向の把握、

事業検討等（予定）

災害ごみ、災害廃棄物の処理

斜面対策工事
工事用道路

残留土塊除去

調査

設計

等

国と

協議・

申請

設計、宅地造成工事等

（未定）

復旧工事被災調査・調査設計等

復旧

工事

復旧工事災害査定

復旧工事災害査定

残留土塊除去・砂防工事

・斜面対策工事

調査

設計等

入居期間（予定）

復旧工事災害査定

設計、建設工事（予定）
入居

（予定）

トレーラーハウス型 入居期間（予定）※設置日により異なる。

建設

建設

設計

調査、住民意向の把握、

事業検討等（予定）
設計、住宅建設工事等（未定）

住宅建設・

入居（未定）

入
居
（
未
定
）

被災状況調査、測量、設計（予定） 工事（予定）

暫定対策（調査、設計、工事）

恒久対策（調査、設計、工事）

国と

協議・

申請

借上型 入居期間（予定）※借上日により異なる。
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10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

宅地

堆積土砂
町 R2.3 5箇所

災害復旧

学校等
町 R1.12 小中学校

社会福祉

施設復旧

福

祉

会

R2.12

移転改築

①豊厚園

②厚真リハビリセンター

災害復旧

農地

道

町
R2.3

道 74箇所

町 21箇所

災害復旧

農業用施設

道

土地

改良区

R2.3
道 60箇所

土地改良区 9箇所

直轄

災害復旧

勇払東部

国 R6.3
・厚真ダム仮設工工事中

・用水路　4.5km工事中

経営体

育成支援
町 R2.3 延べ 909件

災害復旧

農業共同

利用施設

JA
R1.7

(完了)

青果物集出荷

予冷貯蔵施設他

産地活性化
町

JA

R1.7

(完了)

①たんとうまい

　　ステーション

②種子馬鈴薯

　　予冷施設他

災害復旧

治山事業
道 R6.3 135箇所

災害復旧

林道施設

道

町

R2.3

R4.3

道 5箇所

町 23箇所

森林造成

道

 

町

R5.3

目途

未定

被災森林

災害復旧

林業

林産施設

道
R1.10

(完了)
高性能林業機械

災害復旧

特用林産

施設等

道 R2.3 製炭業（炭窯）

災害復旧

漁港施設
国 R3.3 浜厚真漁港

共同

仮設店舗
町 R4.3

京町地区

1棟4店舗

庁舎周辺

防災機能
町 未定

事業

主体

H３０年度 H３１・Ｒ１年度 事業完

了予定

進捗状況等

(R1.8.31現在)
事業名

Ｒ２年度

復旧工事（予定）
災害

査定国への協議

復旧工事
災害

査定

現地

調整

国協

議

復旧工事
要望

調査

要領等

作成

(国・道)

復旧工事
要望

調査

要領等

作成

(国・道)

復旧工事
被害
調査

災害
査定

植栽や播種など効率的な復旧方法の検討

森林整備事業を活用した被害木の搬出・森林の造成

復旧工事

調査、事
業決定

測量・
設計

事業計画

堆積土砂排除・土砂排除に

伴う廃棄物除去

災

害

査

定

被災調査・

調査設計等

復旧

工事

災害

査定

復旧工事

復旧工事

国の事業を活用した再建・修繕

国の事業を
活用した再
建・修繕

復旧工事
被害
調査

災害
査定

災害

査定

復旧工事

復旧工事

被災調査・

調査設計等

国庫負担・補助
申請等事務

被災状況の

確認

国の事業を活用し

た再建・修繕

被災状況の

確認

災

害

査

定

調査・設計・工事（未定）

建設 入居（※R4年度以降は、有償で利用可能）

財務

省協

議

緊急応急工事

復旧工事
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図表３－２ 道道の復旧事業の実施状況（出典：北海道） 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報なければ
カット 
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図表３－３ 町道の復旧事業の実施状況（出典：厚真町） 
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図表３－４ 国や道による砂防事業の実施状況（出典：北海道開発局、北海道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３－５ 道管理河川の復旧事業の実施状況（出典：北海道）  



 

 

- 18 - 

 

 

図表３－６ 町管理河川の復旧事業の実施状況（出典：厚真町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

- 19 - 

 

４．住まいの再建に向けた支援方針 

 

４－１ 住まいの再建に関する住民意向 
 

７月から８月にかけて実施した「復旧・復興に

向けたアンケート調査」の結果から、住まいの再

建に関する住民意向を分析した結果は次のとおり

です。なお、アンケート結果の詳細は、参考資料

「アンケートの調査結果」で整理しています。 

 

(1) 地区別の回収状況         ※各グラフ（ ）内の N 値は、設問毎の回答者数を示す 

  

図表 4-1-２ 地区別の回収状況 

【アンケート調査の実施概要】 

対  象 ： 厚真町内の全世帯 

実施期間 ： 令和元年 7 月 27 日～８月９日 

配 布 数 ： 2,120 票 

回 収 数 ： 852 票（回収率 40.2％） 

図表 4-1-１ 字別の回収状況 

※地区別の回収率は、回収数を令和元年９月６日

時点の世帯数で除した値としています。 

○分析に際して、各地区（字）を「北部地区」

「厚真地区」「厚南地区」の３つのエリアに分

けています。 

○各エリアを構成する地区（字）は、以下のと

おりです。図表 4-1-2 と 4-1-2 のグラフの

色も対応しています。 

厚真地区 

本郷 京町 

表町 錦町 

本町 新町 

美里 豊沢 

北部地区 

幌内 富里 

高丘 吉野 

東和 桜丘 

朝日 幌里 

宇隆 

厚南地区 

上野 豊川 共栄 

富野 上厚真 共和 

厚和 鯉沼 浜厚真 

軽舞 豊丘 鹿沼 

48.9

26.7

62.5

30.8

31.8

57.1

40.3

37.1

27.8

34.5

36.0

34.8

42.6

37.7

36.2

46.8

46.5

35.1

44.1

26.3

28.0

35.7

32.4

22.2

12.0

21.6

43.1

40.5

38.3

37.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

幌内(N=23)

富里(N=8)

高丘(N=10)

吉野(N=4)

東和(N=14)

桜丘(N=12)

朝日(N=27)

本郷(N=118)

幌里(N=10)

京町(N=29)

表町(N=81)

錦町(N=8)

本町(N=23)

新町(N=69)

宇隆(N=17)

美里(N=22)

豊沢(N=73)

上野(N=13)

豊川(N=15)

共栄(N=10)

富野(N=14)

上厚真(N=104)

共和(N=22)

厚和(N=6)

鯉沼(N=3)

浜厚真(N=8)

軽舞(N=28)

豊丘(N=15)

鹿沼(N=23)

合計(N=809)

(％)

38.9

38.8

33.9

37.1

0.0 20.0 40.0 60.0

北部地区(N=125)

厚真地区(N=423)

厚南地区(N=261)

合計(N=809)

(％)
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今
後
住
む
予
定
の
場
所 

 (2) 住まいに関する設問の集計結果    ※各グラフ内の（ ）N値は、設問毎の回答者数を示す 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

72.2

83.6

90.2

83.3

20.0

10.0

5.5

10.7

7.8

6.4

4.3

6.0

0 20 40 60 80 100

北部地区(N=115)

厚真地区(N=408)

厚南地区(N=255)

合計(N=816)

地震前と同じ住所 別の住所に移転 決めかねている

(％)

21.9 54.7 15.6 7.8

0 20 40 60 80 100

合計(N=64)

同じ地区内 厚真町内 厚真町外 決めかねている

(％)

図表 4-1-６ 罹災証明別の集計結果 

図表 4-1-７ 全体の集計結果 ○町全体の傾向 

・「再建資金を確保」や、「被災前の場所や現

在住む予定としている場所の安全性」が多

い傾向にあります。 

・「その他」では、「どこまで修繕するかの判

断が出来ない」「賃貸のため修繕できない」

などの回答が複数挙がりました。 

住
ま
い
の
被
害 

図表 4-1-３ 住まいの被害（地区別、回答者数に対する構成比の積み上げ） 

●町全体の傾向 

・「揺れによる住居破損」が最も多く、次いで「地割れ・地盤被害」、「井戸水等インフラ被

害」の順に多くなっています。 

・「その他の被害」では、家具・家財、納屋等の被害が多く挙がりました。 

●地区別の傾向 

・北部地区では「井戸水等インフラ被害」が、厚真地区では「地割れ・地盤被害」が、他の地区

に比べて多くなっています。 

図表 4-1-４ 今後住む予定の場所（地区別） 

●町全体の傾向 

・「地震前と同じ住所」に住み続ける方が最も多くなっています。しかし、中には「別の住所に

移転」する方や、「決めかねている」方も見られます。 

・「別の住所に移転する方」の移転先の住まいの場所は、「同じ地区内」「厚真町内」が併せて

76.6％となっており、厚真町に住み続けることを希望する方が多いことが分かります。しか

し、中には移転先を「決めかねている」方も見られます。 

●地区別の傾向 

・北部地区では「別の住所に移転」する方が他の地区に比べて多くなっています。 

図表 4-1-５ 別の場所に移転する方の今後の住まいの場所 

76.6％ 

66.7

57.4

44.4

54.9

25.8

4.6

2.0

7.2

35.0

40.9

21.4

33.4

45.0

20.4

20.6

24.1

18.3

19.7

21.4

20.3

10.0

16.1

29.8

19.6

0 25 50 75 100 125 150 175 200 225

北部地区(N=120)

厚真地区(N=411)

厚南地区(N=252)

合計(N=823)
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図表 4-1-７ 全体の集計結果 

移
転
の
理
由 

図表 4-1-６ 移転の理由（地区別、回答者数に対する構成比の積み上げ） 

●町全体の傾向 

・「土砂災害の心配等」が最も多く、次いで「より便利なところ」、「病院等の近く」が良いと考え

ている方が多くなっています。 

・「その他」では、「家族と同居するため」「地震前から新築予定だったため」等が挙がりました。 

●地区別の傾向 

・北部地区では、「土砂災害の心配等」や「避難に不安」が、厚南地区では「水害・津波の不安」

が他の地区に比べて多くなっています。 

●全体の傾向 

・「再建費用の確保の目途が立たない」や「被災前の場所や住む予定の場所に住んで良いかわから

ない」はり災の程度を問わず、多くなっています。 

●り災別の傾向 

・り災の程度が大きくなるにつれ、「再建費用の確保の目途が立たない」が多くなっています。 

・大規模半壊では、「修繕か建替えの判断ができない」が他の地区に比べて多くなっています。 

・「その他」では、「修繕のための費用確保」「どこまで修繕するかの判断が出来ない」「賃貸のた

め修繕できない」「次に大きな地震が来ると考えると不安」などが挙がっています。 
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災害復旧の見通しがわからない 修繕か建替えの判断ができない

住宅再建に関する情報が少ない 移転先が見つけられない

条件に合う賃貸物件が見つからない 近隣の方の再建方針がわからない

その他 困りごとや悩みはない

(％)

図表 4-1-7 住まいについての困りごとや悩み（り災状況別、回答者数に対する構成比の積み上げ） 

31.4

30.0

20.2

9.6

12.1

14.0

15.0

18.1

7.7

8.5

12.8

11.7

15.0

6.4

7.0

8.5

7.0

10.0

7.4

15.1

15.0

22.3

12.7

13.0

34.9

40.0

36.2

68.2

64.1

0 25 50 75 100 125 150 175

全壊(N=86)

大規模半壊(N=20)

半壊(N=94)

一部損壊(N=324)

合計(N=694)

再建費用の確保の目途が立たない 被災前の場所や住む予定の場所に住んで良いかわからない

災害復旧の見通しがわからない 修繕か建替えの判断ができない

住宅再建に関する情報が少ない 移転先が見つけられない

条件に合う賃貸物件が見つからない 近隣の方の再建方針がわからない
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(3) 住まいに関する設問の集計結果からみる、求められる住宅再建支援 
 

住まいに関する設問の集計結果から、求められる住宅再建支援として以下のことが分かりました。 
 

 

  

住
宅
の
再
建
の
た
め
に
重
要
な
取
り
組
み 

図表 4-1-8 住宅の再建のために重要な取り組み 

（地区別、回答者数に対する構成比の積み上げ） 

●町全体の傾向 

・「住宅再建のための支援策の充実」が最も多く、次いで「宅地や地盤の安全性を高める施策」、

「住宅の耐震性の強化」が多くなっています。 

●地区別の傾向 

・厚真地区では「宅地や地盤の安全性を高める施策」が、厚南地区では「住宅の耐震性の強化」が他

の地区に比べ多くなっています。 

●住宅被害やインフラ被害、地盤被害など被害の種類に応じた総合的な支援が求められている。 

●厚真町で引き続き暮らしていくための支援が求められており、被災前と同じ場所で再建する

方、北部地区を中心とした町内や同一地区内で移転する方といった、個々の再建意向に応じて

選択可能な支援が求められている。 

●今後の住まいを決めかねている方が再建の道筋を立てられるようにするための支援が求められ

ている。 

●住宅再建に向けた資金面の支援や、現行の支援制度の周知が求められている。 

●宅地や地盤の安全性を高める施策、住宅の耐震性の強化など、今後の災害に備えた安全な住ま

いの確保に向けた支援が求められている。 

●建築相談など、修繕や建替え等の判断を後押しする場の提供が求められている。 
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住宅再建のための支援策の充実 宅地や地盤の安全性を高める施策

住宅の耐震性の強化 公営住宅および民間賃貸住宅の建設促進

空き家等の有効活用による住宅の確保 土砂災害や地盤災害の危険区域からの移転の促進

市街地等での住宅分譲地の整備 その他

(％)
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４－２ 住まいの再建に向けた基本方針 

 

本震災において、町内各地で発生した住家被害は様々であり、町内および地域内でもその被害は個別

に大きく異なります。また、被災状況や生活再建に向けたプロセスも被災者（住民・世帯）ごとに異な

ります。そのため住民一人ひとり・世帯一つひとつの状況や希望に寄り添い、在宅や応急仮設住宅等、

それぞれの置かれた状況に応じて必要となる支援を丁寧に実施し続けることで、生活基盤としての住ま

いの再建を目指します。 

 

(1) 基本的な考え方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 住まい再建に関する支援施策の概要 
 

①災害公営住宅等の整備、民間賃貸住宅建設への支援 
 

自力再建が困難な被災者が、生活の再建に向けての展望を描けるよう、快適で安心できる良好な

居住空間を備えた災害公営住宅を整備します。あわせて災害公営住宅以外の公営住宅の整備、民間

賃貸住宅の建設支援を継続し、市街地における住環境の整備に努めます。 

②「あつま型住まい再建プログラム（仮称）」による被災者サポート体制の構築 
 

住まいの再建における課題は、資金面や生活環境、住宅周辺の環境など、様々な要因が混在しま

す。個々の被災状況や再建意向に応じた多面的かつ専門的な支援体制により、再建に向けた選択を

サポートする「あつま型住まい再建プログラム（仮称）」を構築します。 

③住まい再建に向けた各種支援制度の拡充 
 

被災者生活再建支援制度等の公的な支援とあわせて、義援金の配分や町独自の支援施策、金融機

関と連携した資金計画のサポートなど、各種支援制度を組みあわせることで、住宅の自力再建を支

援します。 

④集落再生と連動したまちづくりと一体的な住宅再建支援 
 

被害が甚大な地域については、地域住民との話し合いの上で、「小規模住宅地区改良事業」や「都

市防災総合推進事業」等の住環境整備事業の導入を検討し、集落再生と一体となった住宅再建を支

援します。 

＊被災者一人ひとりの被災状況に応じた住まい再建支援 

個々の再建意向に応じた住まいが選択できるように、多様な支援制度を構築するとともに、個

別案件に対して包括的にサポートできる体制を整備します。 

＊迅速な住まい再建施策の実施 

応急仮設住宅の供与期間の間に、入居者が安心して生活を送れる恒久的な住宅の確保に向け

て、災害公営住宅等の整備を速やかに実施します。また、国・道・町・民間の様々な支援制度を

組み合わせ、住まいの再建に向けた支援制度を実施します。 

＊地域再生と一体的な住まい再建支援 

土砂災害等により甚大な被害を受けた地域に関しては、丁寧な聞き取りを行い、地域再生計画

と連動した集落再生と一体的な住まいの再建を支援します。 
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■建物戸数 

計 32 戸 

（内訳：新町 20 戸、本郷 8 戸、上厚真 4 戸） 

 

■建物形態 

２LDK または３LDK の間取りを持つ、木造低層長屋形式の住戸 

 

■整備にあたり重視する視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■整備時期 

令和２年 10 月完成（予定） 

 

 

４－３ 住まいの再建に向けた取り組み 

 

４－３－１ 災害公営住宅・公営住宅等の整備、民間賃貸住宅建設への支援 

災害公営住宅や公営住宅等の整備、民間事業者による賃貸住宅建設への支援を組み合わせることで、

自力再建が困難なあらゆる被災者の今後の住まいの確保を目指します。これまでペットを飼われていた

方が、これらの住宅に住み替えた後も、これまで同様の生活が送れるよう、ペットとの同居可能な住宅

の確保についても取り組んでいきます。 

 

(1) 災害公営住宅の建設 
 

り災証明で全壊判定を受け、応急仮設住宅等で避難生活されている方を対象に、入居希望のニーズ

や要望を調査し、コミュニティ形成などに配慮した災害公営住宅の建設を行います。 

 

整備の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●災害公営住宅の団地内および周辺地域とのコミュニティ形成を促進する建物の配置 

●集会広場や共同菜園等のコミュニティを育む仕掛け、さまざまな世帯構成に応じた

住戸供給 

●ユニバーサルデザインを基に、特に高齢者や未就学児に配慮した設計 

●防災・防犯等の居住に関する安全性の確保 

●騒音や省エネ、シックハウス対策等の住環境に配慮した設計 
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■整備場所 

図表 4-1 整備場所（全体図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 4-2 各地区の整備場所（詳細図） 

【本郷】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【上厚真】                 【新町】 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       （新町） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害公営住宅 

災害公営住宅 

災害公営住宅 

災害公営住宅 

災害公営住宅 
（上厚真 4 戸） 

災害公営住宅 
（本郷８戸） 

災害公営住宅 
（新町 20 戸） 
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■整備時期              ■整備場所 

令和 2 年 10 月完成（予定）      市街化区域内 

  

(2) 公営住宅の整備 
 

災害公営住宅の入居基準（り災証明が全壊判定および収入基準等）に該当せず、自己資金での住宅

の確保が困難な方を対象に、公営住宅等の建設を行います。 

現在、被災者の意向調査等を行い、必要な戸数や建設場所の検討を進めています。 

 

 

 

 

 

 

(3) 民間賃貸住宅建設への支援 
 

災害公営住宅や公営住宅だけではなく、民間による賃貸住宅の建設を支援し、様々な住宅に対する

ニーズに対応していきます。高齢者のみの世帯や高齢者がいる世帯が、今後も厚真町内で安心して住

み続けられるように、高齢者世帯を対象とした、バリアフリー対応の見守りや安否確認などの機能付

きの賃貸住宅の整備に対する支援を行っていきます。 
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４－３－２ 「あつま型住まい再建プログラム（仮称）」の概要 

 

「あつま型住まい再建プログラム（仮称）」は、本震災の被害を受けた方々が出来る限りご自身の望む

方法で恒久的な住宅を確保するために、厚真町が実施する独自の支援プログラムです。 

 

プログラムの特徴 

 

 

 

 

 

 

 プログラムのイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊被災者一人ひとり被災状況に応じた多面的かつ専門的な支援体制 

＊国・道・町・民間の様々な支援制度を組み合わせた、自己負担の少ない再建資金計画の提案 

＊単一世帯だけでなく、地域再生の視点による住環境整備 

住まい再建 

サポートチーム 

ステップ１ 

ステップ 2 

ステップ 3 

住まい再建に 

向けた個別相談 

住まい再建に 

向けたプラン作成 

  

住まい再建に向け

たプラン実行 

の実行 

  

個別データ 

の収集 

専門的な 

アドバイス 

最適なプラン

の提案 

住まいの 

再 建 

住まい再建モデルケース 

地域再生計画による集落再生支援 
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 プログラムの内容 

 

 

  地震による被害はそれぞれに状況が違うため、個別に相談できる体制を整えます。 

   〇被災された皆さんの相談窓口（役場本庁舎1階） 

   〇生活支援相談員（LSA）による戸別訪問 

   〇住まい再建相談会（令和元年9月から定期的に開催予定） 

 

 

   将来をイメージして、住まいの再建に向けた計画を具体的に作成します。 

   ポイント１ 【どこで】  

   これまで住んできた場所での再建なのか、市街地への移転なのか、将来にわたって住み続ける場 

  所について検討します。 

   ポイント2 【どのように】  

   住宅の建て替え、空き家の購入、補修、賃貸住宅への入居など、パターンごとの再建手法につ 

  いて検討します。 

   ポイント３ 【課題は何か】  

   再建手法の実行にあたってハードルとなる課題を明確にします。あわせて住まい再建抜向けたプ 

ランの実行にあたって、各種支援制度と融資制度等を組み合わせた資金計画を検討します。 

 

  

   相談案件ごとに各分野の専門家が多面的かつ専門的に助言し、住宅再建に向けたサポートを行い 

ます。構成員（案）：行政、建築技術者、宅地建物取引士、金融機関、ボランティアセンター 等 

 

 

  〇新しい住宅の建設 

  〇新築住宅・中古住宅の購入 

  〇住宅を補修して住み続ける 

  〇公営住宅等賃貸住宅に入居する 

住まい再建の実行に向けて、「住まい再建モデルプラン」や、地域再生計画に基づく各種まちづくり

事業によって再建をサポートします。 

 

 

  災害復興住宅融資等融資制度と各支援制度を組み合わせた資金計画に基づく住宅建築モデルプケ

ースを作成し幅広い年代の住宅再建をサポートします。 

 

 

  土砂災害等により甚大な被害を受けた地域を対象に、集落ごとの将来の姿を描いた「地域再生計画」 

 を策定し、各種住環境整備事業の導入を検討します。 

ステップ 1 住まい再建に向けた個別相談 

ステップ 2 住まい再建に向けたプランを作成 

ステップ 3 住まい再建に向けたプランの実行 

住まい再建モデルケース 

地域再生計画による集落再生支援 

住まい再建サポートチーム（仮称） 
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４－３－３ 住まいの再建に向けた支援制度 

 

様々な事情の被災者に対して下表のようなきめ細かい支援策を実施し、「あつま型住まい再建プログ

ラム（仮称）」の実施と合わせて住まいの再建、住宅の確保を勧めていきます。 

 

図表４－3 住まいの再建に向けた支援とロードマップ 

項目 内容 
事業期間 担当課 

（窓口） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

⓪被災された皆さん

の相談窓口の開設 

○被災された方の個別相談窓口を開設

し、総合的な相談に応じます 

○相談場所 役場本庁舎1階 

   総務課 

災害復興 

グループ 

①災害公営住宅の整

備 

○住宅が滅失(全壊)した方に対して戸

建形式の賃貸住宅を建設します 

○建設戸数 32戸（新町20戸、本郷8

戸、上厚真4戸） 

   建設課 

②公営住宅の整備 ○全壊以外の被災者で、自力で住宅の再

建・確保が困難な方に公営住宅を建設

します 

○建設戸数 検討中 

   建設課 

③新築分譲地の販売 ○町所有の新築分譲地の販売を引き続

き行います 

 

   まちづくり

推進課 

④被災者生活再建支

援 

○住宅被害を受けた方の生活再建のた

めの資金を支援します 

○対象 住宅のり災証明の判定が 

・全壊や大規模半壊の方 

・やむを得ない理由により解体せざ

るを得ない半壊以上の方 

○支援額 

・基礎支援金と加算支援金の合計 

・最大300万円（り災区分による） 

   町民福祉課 

⑤住家被害に対する

義援金【町配分】 

○対象 

住家被害を受けた家屋の自己所有居

住者、借家居住者借主 

○配分額 

【全壊の場合】 

30万円(自己所有)、６万円(借家) 

【大規模半壊、半壊の場合】 

25万円(自己所有)、６万円(借家) 

   総務課 

⑥住家被害に対する

義援金【道配分】 

○対象 

住家被害を受けた家屋の自己所有居

住者、借家居住者借主 

○配分額 

【全壊の場合】 

100万円/1家屋 

【大規模半壊、半壊の場合】 

50万円/1家屋 

【一部損壊】※半壊に至らない方も含む 

10万円/1家屋 

   総務課 

 

 
 

販売 

申請受付 
（基礎支援金） 

申請受付 
（加算支援金） 

申請 
受付 

（住宅 
 被害） 

申請 
受付 

供用 
（入居）開始 

 建設 設計 

供用 
（入居）開始 

建設 設計 

相談受付 
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項目 内容 
事業期間 担当課 

（窓口） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

⑦住宅再建に対する

義援金【町配分】 

○対象 

全壊、大規模半壊、半壊で町内に住

宅を建設、購入した方 

○配分額 

 100万円/1家屋 

   総務課 

⑧住宅補修に対する

義援金【町配分】 

 

 

〇対象 

 全壊、大規模半壊、半壊の住宅を修繕

した方（自己所有居住者） 

〇配分額 

上限50万円/1家屋 

 ※被災住宅の応急修理後の自己負 

担額に対して万円単位で切捨て 

〇対象一部損壊の住宅を修繕した方 

 （自己所有居住者） 

 上限15万円/1家屋 

 ※自己負担額に対して万円単位で切

捨て 

   総務課 

⑨全壊家屋などの公

費解体 

 

○り災証明で全壊判定を受けた個人の

家屋や事業所の解体撤去を町が代行

して行います 

 

 

   町民福祉課 

⑩半壊・大規模半壊

家屋の解体費補助 

○半壊または大規模半壊の判定を受け

た家屋等の解体に要した費用の一部

を補助します 

○補助額 

・対象工事費の3分の2以内 

   町民福祉課 

⑪一部損壊以上の家

屋等の解体費補助 

○一部損壊以上の判定を受けた家屋等

の解体に要した費用の一部を補助し

ます 

○補助額 

・対象工事費の2分の1以内 

・上限額 50万円(住宅)、 

     30万円(非住宅) 

   町民福祉課 

⑫半壊家屋解体費貸

付事業 

○半壊もしくは大規模半壊家屋につい

て解体費補助事業を使って解体した

申請者に、補助残額に充てる資金を無

利子で貸し付けます 

○貸付額 

・解体費用の1/3かつ上限60万円 

   町民福祉課 

⑬被災住宅の応急修

理 

○全壊、大規模半壊または半壊家屋の日

常生活に必要な最小限度の応急的な

修理を支援します。修理にあたって

は、町が業者に委託して実施します 

○修理限度額 58万4千円 

   建設課 

（受付期間は令和元年10月31日まで） 

（受付期間は令和元年10月31日まで） 

申請 
受付 

申請受付 

（令和2年3月31日までに完了する解体

工事が対象） 

申請受付 

申込
受付 

申請受付 

申請受付 

申請 
受付 
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項目 内容 
事業期間 担当課 

（窓口） 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

⑭持ち家住宅建築促

進支援助成金 

○被災者が町内で住宅を新築する際の

費用の一部を助成します 

○補助額 上限 120万円 

   まちづくり

推進課 

⑮厚真町住宅リフォ

ーム補助 

○半壊または一部損壊の判定を受けた

住宅の復旧工事に要する費用の一部

を補助します 

○補助額 

・半壊、一部損壊により補助額の算定

式が異なります 

・上限額 50万円 

   建設課 

⑯厚真町住宅復旧支

援事業補助金 

○住宅基礎の傾斜修復工事や地盤改良

工事にかかる費用の一部を助成しま

す 

○補助額 

・対象工事費から50万円を控除した額

の2分の1かつ上限額300万円 

   まちづくり

推進課 

⑰厚真町住宅再建融

資利子助成 

○被災者が町内で住宅を新築または購

入する際に金融機関等から融資を受

けた借入金にかかる利子の一部を助

成します 

○助成額 

・借入額×利率×80％ 

 ※利率は上限あり 

・上限額 100万円 

   まちづくり

推進課 

⑱厚真町リバースモ

ーゲージ利子助成 

○被災者が町内で住宅を新築または購

入する際に金融機関等から融資を受

けた借入金にかかる利子の一部を助

成します 

○助成額 

・借入額×利率×80％×20年 

 ※利率は住宅金融支援機構の災害復

興住宅融資の利率 

・上限額 100万円 

   まちづくり

推進課 

⑲既存住宅耐震改修

事業 

【既存の補助制度】 

○昭和56年5月31日以前に着工された

住宅等、現行の耐震基準に適さない住

宅耐震改修工事費の一部を助成しま

す 

   建設課 

⑳空き家活用事業補

助金 

【既存の補助制度】 

○空き家バンクに登録された住宅の定

住目的での改修等にかかる経費の一

部を助成します 

 

   まちづくり

推進課 

㉑飲用井戸等給水施

設整備事業補助金 

【既存の補助制度】 

○町内の未給水区域で、安全で安心で

きる飲用水等の安定的な確保を図る

ために必要な飲用井戸等の給水施設

整備の経費の一部を補助します 

 

   町民福祉課 

 

申請受付 

申請受付 

申請受付 

申請受付 

（受付期間は令和4年３月31日まで） 

申請受付 

（受付期間は令和4年３月31日まで） 

申請受付 

申請受付 

（令和2年3月31日までに完了する工事
が対象） 

申請受付 

（受付期間は令和4年３月31日まで） 
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図表４－４ 住まいの再建支援制度について 

 

＊各支援額は一例です。支援制度にはそれぞれ対象要件などがあります。 

＊令和元年 10 月 1 日時点の支援予定額となります。                   単位：円 

り災証明書のり災区分 全  壊  大規模半壊 

住宅再建の方法 住宅を新築 大規模修繕※1  住宅を新築 大規模修繕※1 

居 住 区 分 自己所有居住者  自己所有居住者 

世 帯 区 分 複  数  世  帯  複  数  世  帯 

1 生活再建支援制度（国）           

  ① 基礎給付金 1,000,000 1,000,000   500,000 500,000 

  ② 加算支援金 2,000,000 1,000,000   2,000,000 1,000,000 

2 義援金の配分（町）           

  ① １次配分 300,000 300,000   250,000 250,000 

  ② １次配分（新築・購入） 1,000,000     1,000,000   

  ③ ２次配分（修繕/上限額）   500,000     500,000 

3 義援金の配分（道） 1,000,000 1,000,000   500,000 500,000 

4 住宅災害見舞金（道） 200,000 200,000   100,000 100,000 

5 被災住宅の応急修理（国）   584,000     584,000 

6 住宅復旧支援事業補助金（町）   3,000,000     3,000,000 

7 持ち家住宅建築促進助成金（町） 1,200,000     1,200,000   

8 住宅再建融資利子助成事業補助等（町）※2 1,000,000     1,000,000   

合     計 7,700,000 7,584,000   6,550,000 6,434,000 

※1 住宅傾斜修復工事等を含む大規模な修繕 ※2 金融機関から住宅ローン等の融資を受けた場合 

 

り災証明書のり災区分 半  壊  一部損壊 

住宅再建の方法 住宅を新築 住宅を修繕  住宅を修繕 

居 住 区 分 自己所有居住者  自己所有居住者 

世 帯 区 分 複  数  世  帯  複  数  世  帯 

1 義援金の配分（町）         

  ① １次配分 250,000 250,000   100,000 

  ② １次配分（新築・購入） 1,000,000      

  ③ ２次配分（修繕/上限額）   500,000   150,000  

2 義援金の配分（道） 500,000 500,000   100,000 

3 住宅災害見舞金（道） 100,000 100,000    

4 被災住宅の応急修理（国）   584,000     

5 住宅リフォーム補助金（町）   500,000    500,000  

6 持ち家住宅建築促進助成金（町） 1,200,000      

7 住宅再建融資利子助成事業補助等（町）※2 1,000,000      

合     計 4,050,000 2,434,000   850,000 
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５．地域再生計画の策定状況 

 

５－１ 地域再生計画策定の趣旨 

 

本震災において、町北部を中心に甚大な被害が発生したことを受け、土地利用計画に見直しが必要

となる地域等については、被害の状況や住宅等の再建意向に応じて、避難路や公共施設等の整備、住

宅・宅地の安全性確保、住宅再建などを総合的に推進するための地域再生計画を策定します。 

地域再生計画の策定にあたっては、従前の地域コミュニティに配慮し、地域住民と協議を重ね、住

宅再建意向の把握や、地域再生方針の検討を行います。 

現在（令和元年９月12日時点）、甚大な被害を受けた幌内地区、富里地区、高丘地区、吉野地区に

おいて計画策定に向けた協議等を実施している他、砂防事業を実施予定の地域や、地盤被害が発生し

ている地域等においても計画を策定します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

地域の将来と復旧・

復興の取り組み 

（検討会） 

個別意向調査、 

生活再建相談 

⇒個別に住宅の再建

意向の調査、再建

（修繕等）に向け

た相談／支援 

 
   

復興の方向性の検討 

個別の住宅再建・ 

生活再建 

（個別ヒアリング） 

令和元年 9 月時点 

将来像と実現に向けた 

計画づくり 

 
進め方と被災状況 

・課題の共有 

個別意向調査、 

生活再建相談 

⇒個別に住宅の再建

意向の調査、再建

（修繕等）に向け

た相談／支援 

図表 5-1 地区再生計画策定の進め方 図表 5-2 地区再生計画策定の対象地区

（令和元年９月 12 日時点） 
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５－２ 現在（令和元年9月時点）の実施事項と検討課題等 

 

地域再生計画の策定にあたって、各地区の被災状況や世帯ごとの住宅等の再建意向を踏まえて、検討

課題の整理を行っています。現在（令和元年９月12日時点）の実施事項および検討状況は下表のとおり

です。 

 

図表5-3 地域再生計画検討地区の概要と被害状況、および協議等の経過 
  高  丘 富  里 幌  内 吉  野 

■地区の概要と被害状況      

地震前

の人口 

人口(人)※１ 43 71 100 34 

世帯数(世帯)※1 16 30 47 13 

高齢化率(%)※2 41.7 42.9 28.6 46.9 

建物被害 全半壊率(%) 77.8 61.1 53.8 95.2 

人的被害 死亡者数(人) 2 4 4 19 

被害概要 

土砂被害が至るとこ

ろで発生し、家屋や

農地被害、避難路の

閉塞等が起こった。 

富里浄水場、指定避

難所「高齢者生活自

立支援センターなら

やま」、地区北部の

家屋、農地などが土

砂被害を受けた。 

土砂流出により家屋

や農地の被害、日高

幌内川の河道閉塞、

指定避難所への物資

輸送路の閉塞などが

生じた。 

全域で土砂が流出

し、多くの住宅が全

壊となった。 

■協議等の経過（実施日時および会場,参加人数）   

地区代表者への説明 6/11 6/12 6/12 6/11 

第1回検討会 ※3 6/19 

本郷小公園 

仮設談話室 

(参加者13名) 

6/25 

富里地区 

仮設集会場 

(参加者19名) 

7/4 

幌内マナビィ 

ハウス 

(参加者８名) 

7/8 

総合福祉センター 

 

(参加者11名) 

個別意向調査 ※4 7/10～12 

(10世帯) 

7/17～19 

(14世帯) 

7/24～8/2 

(11世帯) 

7/30～8/2,30 

(９世帯) 

第2回検討会 ※5 8/22 

本郷小公園 

仮設談話室 

(参加者8名) 

8/27 

富里地区 

仮設集会場 

(参加者15名) 

8/29 

幌内マナビィ 

ハウス 

(参加者14名) 

 

 
※1 出典：住民基本台帳（平成30年９月６日時点） 
※2 出典：国勢調査（平成27年） 

 

 

 

 

 

 

 

※3 第 1 回検討会の議題 
１ 地区の被害状況について 
２ 復旧・復興計画の策定について 
３ 地域再生計画について 
４ 個別意向調査の実施について 
５ 意見交換 

※4 個別意向調査の内容 
1 被災状況 
2 被災後の生活 
3 再建意向（今後の住まいや仕事等） 
4 再建に伴う課題、困りごと 
5 地区の良いところ、悪いところ 
6 将来の地区について など 

 

※5 第 2 回検討会の議題 
１ 前回の振り返り 
２ 個別意向調査の結果報告 
３ 個別意向調査からみた地区の課題 
４ 意見交換 



 

 

- 35 - 

 

5－3 被害が甚大な北部地域における住宅再建支援の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被害が甚大な地域において、既存の住宅周辺で土砂災害等が懸念されるため 

住居の移転が必要となる方 

【様々な懸念の声（北部地域での個別意向調査での内容）】 

〇またいつ地震がくるか分からないので、今の場所に住み続けても安全なのか、住宅を建てていいのか不安 

〇仮設住宅から毎日畑に通うことに疲れを感じることがある。 

〇近所から人が少なくなっていく中で、これまで通りの生活が送れていけるか不安 

 
住環 境 整備 事 業の 複合 的 な実 施 を各 地域 で 検討  

がけ地近接等危険住宅移転事業              【事業イメージ】 

土砂災害等から住民の生命の安全を確保するため

に、災害危険区域等の区域内にある既存住宅等から

の移転を行う方に対して、費用の一部を助成します。

※個人の移転を補助する事業です 

 

【受けられる支援内容】 

○既存住宅の除却等に要する費用 

（撤去費や引越し代など） 

○新しい住宅の建設や購入をするために金融機関 

等から借り入れた場合の利子相当額 

 

 

防災集団移転促進事業                   【事業イメージ】 

土砂災害等の危険性があり、住民の生命等の保護

の観点から、今後の居住に適さない区域内にある住居

の集団的移転を促進します。 

※行政が移転先の住宅団地を整備し、宅地を販売し

ます。建物は個人で建築します。 

 

【受けられる支援内容】 

○新しい住宅の建設や購入するために金融機関等

から借り入れた場合の利子相当額 

○引越し費用 等 
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小規模住宅地区改良事業                  【事業イメージ】 

災害により著しく被災した住宅が集合している地区に

おいて、被災した住居を除去し、従前居住者向けの住

宅（小規模改良住宅）や防災上必要な道路、公園

等を整備します。 

 

【受けられる支援内容】 

○被災した住宅は、町の費用負担で除却できます 

○本事業により従前の被災した住宅を失う者等は、 

従前居住者向けの住宅（小規模改良住宅）に 

入居することができます 

 

・災害公営住宅 

・公営住宅 

・民間賃貸住宅

へ転居 

地域外に住宅 

を再建 

安全な地域に 

住宅を再建 

地域内に建設され

た小規模改良住

宅等に入居 

地区外への移転 地区内への移転 

「あつま型住まい再建プラグラム（仮称）」 

による個別に再建をサポート 

・自己負担の少ない再建プランの提案 

・災害公営住宅、公営住宅への入居サポート 

・分譲土地の案内 等 

地域住民との話し合いにより 

「地域再生計画」を策定 

安全で活気ある集落の再構築 

・避難経路の複線化や１次避難所の設置 

・マナビィハウス・生活館等の機能強化 

・コミュニティ強化に向けた事業の提案 等 
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７．第２期の策定に向けて 

 
今後は、令和２年３月末を目標に、復旧・復興計画（第２期）を策定します。第２期では、復興を牽引す

る「重点プロジェクト」、復興に向けた「分野別の取り組み」、復興後の将来像を示す「土地利用計画」、

甚大な被災を受けた地域における「地域再生計画」を示します。 

 

 

■重点プロジェクトや分野別の取り組みの取りまとめ 

・第１期では、基本方針の中でも緊急度の高い「住まいの再建」に向けた住宅整備や住宅

再建支援策を中心に取りまとめましたが、第２期では、「暮らしの再建」や「なりわい

（仕事）の再生」などに向けた取り組み（施策）についても取りまとめます。 

・取りまとめにあたっては、すでに実施済みの復旧・復興に向けたアンケート調査や、現

在実施中の町民ワークショップ（あつま復興未来会議）の中で挙がった町民の皆さまか

らのご意見を活かしていきます。 

 

■地域再生計画の取りまとめ 

・被災が甚大な地域を対象に、地域の将来像と復興に向けた取り組みを取りまとめます。 

・対象地区については、現在は、特に甚大な土砂被害を受けた幌内・富里・高丘・吉野の

４地区を先行して進めていますが、今後、国営直轄事業により砂防ダムの建設を進めて

いく中で移転者が見込まれる地区や、厚真市街地周辺で大きな被害を受けた地区につい

ても、地域の要望に応じて検討を進めていきます。 

 

図表７－１ 第２期の策定に向けたロードマップ 

 
 

 

 

 

 

 

令和元年 令和２年 令和３年 

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 ４月～ 
       

 

第２期 第３期 

 ・総合計画
と連動し
た中長期
視点での
取り組み 

・第２期計画の 
とりまとめ 

・計画案の 
公表 

・意見募集 

・町民ワークショップ 
での町民意向の把握 

・重点プロジェクト、復興に向けた施策、土
地利用計画の検討 

・事業実施 ・事業準備 
【被災が甚大な地域】 
・地域再生計画の取りまとめ、合意 
・活用する住環境整備事業の決定 





 

 

 

 

 


